
家畜生産農場清浄化支援対策事業

社団法人　北海道家畜畜産物衛生指導協会
北海道オーエスキー病侵入防止対策協議会
有限責任中間法人　北海道養豚生産者協会
北海道

平成20年9月1日改正

北海道オーエスキー病侵入防止対策実施要領北海道オーエスキー病侵入防止対策実施要領北海道オーエスキー病侵入防止対策実施要領



オーエスキー病侵入防止対策

1.ワクチン接種はしない
2.モニタリング検査の実施
3.飼養衛生管理の徹底
4.導入計画調査の実施

清浄地域

発生地域

豚または精液

ワクチン未接種の
豚または精液

● 着地検査 ● 隔離飼育
豚導入農場北海道内の対策



オーエスキー病の侵入を防止するために

北海道オーエスキー病侵入防止対策実施要領の改正について

　国では、平成 20 年６月「オーエスキー病防疫対策要領」を改正し、全国的に防疫推進体制
を強化し、新たに清浄化に向け取り組みを開始しました。

　道内では、今迄に本病の発生がありませんので、「北海道オーエスキー病侵入防止対策実施
要領（平成 3 年 7 月制定）」に基づき、侵入防止に努め「発生のない北海道」を維持しており
ますが、この度、要領を改正し、別紙のとおりとし、侵入防止対策を充実・強化して行くこ
ととなりました。

全国の動き

道内の状況

　「発生のない北海道」維持のため、次の点について自主的かつ積極的に取り進めて下さるよ
うお願いいたします。

１　道外から豚や精液を導入するときは
　（1）家畜保健衛生所（家保）に連絡し、本病防疫対策に必要なアドバイスを受けるととも

に着地検査を受けましょう。
　（2）豚を導入したり、道外から導入した精液で人工授精を行ったときは、一定期間他の豚

と別に飼養管理し、異常の有無を観察しましょう。（輸入豚：3カ月、その他の導入豚：
3週間）

２　ワクチンについては、清浄地域である道内では使用してはいけません。また、他県内に
おいて接種された豚は導入出来ません。

３　家保が行うモニタリング検査を積極的に受け、常に清浄性を確認しておきましょう。
４　感染豚や抗体陽性豚が見つかったときは、速やかにとう汰をしなければいけません。
５　新規に豚を導入したり、本州等から参入するときは、防疫対策について、家保や市町村

役場、農業協同組合等に相談するようにしてください。

養豚関係者の皆さんには

豚に異常が見られたときは、速やかに家畜保健衛生所又は
かかりつけの獣医師にお知らせください。

北海道オーエスキー病侵入防止対策協議会
電　話　０１１－６４２－４９９０
ＦＡＸ　０１１－６４２－３２４３



北海道オーエスキー病侵入防止対策実施要領

（ 制 定 ）平成３年７月２日酪畜第 664号
（一部改正）平成11年11月２日酪畜第1282号
（全部改正）平成20年９月１日畜産第1170号

【最終改正】平成２０年９月１日畜産第１１７０号

Ⅰ 目的

この要領は、オーエスキー病（以下「本病」という。）の北海道（以下「道」

という。）内への侵入を未然に防止し、もって養豚経営の安定を図ることを目的

とする。

Ⅱ 基本方針

本病の野外ウイルスに感染した豚（以下「感染豚」という。）のうち、臨床症

状を呈しているもの（以下「発症豚」という。）は、ウイルスを大量に排出する

ことにより、急速に周辺環境を汚染し、及び他の豚への感染を成立させる。

また、発症豚以外の野外ウイルス抗体陽性豚（以下「野外抗体陽性豚」とい

う。）は、回復したものであっても、体内にウイルスを保有し続けている（潜伏

感染している）可能性があり、これらの豚が感染源となり、発症豚と同様、周辺

環境を汚染し、及び他の豚への感染を成立させる可能性がある。

道内では、これまで本病の発生がなく、かつ、野外抗体陽性豚の摘発もないこ

とから、「オーエスキー病防疫対策要領」（平成３年３月22日付け３畜Ａ第431号
農林水産省畜産局長通知。以下「国の要領」という。）に定める「清浄県」とし

て、引き続き、道外からの侵入防止対策に主眼を置いた防疫措置を講ずることと

する。

なお、抗体陽性豚（感染豚及び本病ワクチン接種豚であることが否定できない

ものを含む。以下同じ。）が確認された場合には、本病のまん延防止に係る措置

を迅速かつ的確に実施する必要があることから、感染豚と本病ワクチン接種豚を

識別するための検査の繁雑性を回避するため、道内においては、本病ワクチンの

使用は行わないこととする。

Ⅲ 防疫推進体制

１ 侵入防止対策協議会の設置

道内における本病の清浄性を維持するためには、豚の所有者（管理者を含む。



以下同じ。）、養豚関係団体等の連携のもとに、地域ぐるみで一体的に対応する

必要があることから、道内における本病の侵入防止対策を協議し、及び実践する

機関として道段階に北海道オーエスキー病侵入防止対策協議会（以下「道協議

会」という。）を設置するとともに、北海道家畜保健衛生所条例（昭和25年条例

第92号）第２条で定める家畜保健衛生所（以下「家保」という。）の管轄区域ご

とに地区オーエスキー病侵入防止対策協議会（以下「地区協議会」という。）を

設置するものとする。

ただし、より効率的かつ効果的な本病の侵入防止対策を講ずる必要がある場合

には、地区協議会の下、又は地区協議会とは別に当該対策を講ずる市町村等の区

域に特定地域オーエスキー病侵入防止対策協議会（以下「特定地域協議会」とい

う。）を設置することができる。

（１）道協議会

養豚関係団体、社団法人北海道家畜畜産物衛生指導協会（以下「道衛指協」

という。）、社団法人北海道獣医師会（以下「獣医師会」という。）、地区協

議会、と畜場の設置者又は管理者等の関係者により組織することとし、本要領

に基づき道内における侵入防止対策を協議し、及び推進するとともに、本病に

係る関係者への情報提供に努めるものとする。

（主な活動内容）

ア 道内における本病の清浄度の評価

イ 道外から道内に進出する企業等への対応及び協議

ウ 輸入豚及び道外からの移入豚（以下「輸移入豚」という。）の導入計画、

導入実績及び輸移入家畜の着地検査実施要領（平成３年７月１日付け酪畜

第655号農政部長通知。以下「着地検査要領」という。）に定める着地検査

（以下単に「着地検査」という。）実施状況の把握並びに地区協議会及び

特定地域協議会（以下「地区協議会等」という。）への情報の提供

エ 道外からの精液の導入計画及び導入実績の把握並びに地区協議会等への

情報の提供

オ 輸移入豚の隔離施設設置の推進及び当該施設に関する運営指導

カ 本病に関する道内外における情報の収集及び地区協議会等への情報の提

供

キ 本病の防疫に係る普及・啓発資料の作成

（２）地区協議会等

養豚関係団体、道衛指協支部、獣医師会支部、市町村、と畜場の設置者又は

管理者、家畜市場の開設者等の関係者により組織することとし、本要領及び道

協議会の協議結果に基づき地区及び特定地域（以下「地区等」という。）にお

ける侵入防止対策を協議し、並びに推進するとともに、本病に係る関係者への



情報提供に努めるものとする。

（主な活動内容）

ア 地区等における本病の清浄度の評価

イ 地区等における豚（愛がん用豚を含む。）の飼養実態の把握

ウ 地区等外からの豚及び精液の導入計画、導入実績及び着地検査実施状況

の把握

エ 導入豚（輸移入豚及び道内における豚の飼養農場、施設等からの移入豚

をいう。以下同じ。）の隔離施設設置の推進及び当該施設に関する運営指

導

オ 本病の防疫に係る普及・啓発資料の配布

２ 道及び家保の役割

（１）道

道協議会の構成員その他の関係者に対し、道内における本病の侵入防止対策

の推進について必要な助言又は指導を行うとともに、本病の清浄性維持の確認

に努めるものとする。

（２）家保

地区協議会等の設置を推進するとともに、当該協議会等の構成員、豚の所有

者その他の関係者に対し、当該地区等における本病の侵入防止対策の推進及び

具体的措置の内容について必要な助言又は指導を行うものとする。さらに、豚

の所有者、獣医師、と畜場の設置者又は管理者その他の関係者と協力の上、本

病の清浄性維持を確認するための抗体検査（以下「モニタリング検査」とい

う。）を実施することにより、当該地区等における本病の清浄性維持の確認に

努めるものとする。

Ⅳ 農場における基本的な防疫措置

１ 飼養衛生管理

豚の所有者は、豚の飼養農場（以下「農場」という。）内への本病の侵入防止

を図るため、家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号。以下「法」という。）第

12条の３の規定に基づく飼養衛生管理基準に定める事項及び次に掲げる事項を遵

守することにより、日頃から衛生的な飼養管理に努めるものとする。

（１）豚の出荷及び導入、農場への人及び車両の入退出等を記録した衛生管理簿

を整備し、保存すること。

（２）豚舎及び飼養管理に使用する器具、器材の消毒を励行すること。

（３）密飼いを防止し、換気等により飼養環境の改善を図ること。

（４）関係者以外の施設内への立入りを制限すること。

（５）車両による農場内への直接の乗り入れを制限するとともに、農場内に出入



りする際は、所定の場所において消毒を実施すること。

（６）導入豚を一定期間（原則として、輸入豚については導入後３か月間、その

他の移入豚については導入後３週間。）隔離飼養するとともに、専任の管理

者を配置すること。

（７）清浄性を確認するため、自主的に定期的な抗体検査を受けること。

（８）本病ワクチンは使用しないこと。

２ 清浄性維持確認のための検査及び調査

家保は、道内における本病の清浄性を維持するため、次に掲げるところにより

検査及び調査を行い、その結果の分析若しくは検討を行い、並びに豚の所有者、

養豚関係団体等に対し、本病の発生予防対策について助言又は指導を行うものと

する。

（１）臨床検査及び飼養等実態調査

原則として毎年度１回、すべての農場の飼養豚について臨床検査を行うとと

もに、当該農場における豚の飼養状況、導入状況、繁殖成績、給与飼料の購入

状況、と畜場への出荷状況等について調査を行うものとする。

また、これらの調査結果を下に、家畜防疫地図及び農場調査台帳を作成し、

所定の場所に備え置くものとする。

なお、臨床検査は、家畜衛生対策のための調査、指導等とあわせて実施する

ことにより定期的かつ効率的に実施するよう努めるものとする。

（２）モニタリング検査

ア 検査対象

農場の飼養豚及びと畜場への出荷豚のうち、次に掲げる豚。

（ア）家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）第４条第１項の規定に基

づく種畜検査が実施される豚 全頭

（イ）輸移入豚

一定頭数（原則として、１回の導入につき、種雄豚、繁殖雌豚及

びこれらの候補豚並びにと畜場以外の施設に出荷する予定の肥育豚

については全頭とし、直接、と畜場に出荷する予定の肥育豚につい

ては次に掲げる豚群の規模に応じ、当該各規模に定める頭数以上）。

ａ 35頭未満 全頭

ｂ 35頭以上50頭未満 35頭
ｃ 50頭以上100頭未満 45頭
ｄ 100頭以上201頭未満 51頭
ｅ 201頭以上1,000頭未満 58頭
ｆ 1,000頭以上 59頭

（ウ）（ア）及び（イ）以外の豚



各家保が人工授精に供されたことのある繁殖雌豚を中心に、年度

当初計画で定める戸数及び頭数。

ただし、家保は、計画の作成に当たり、食の安全推進局畜産振興

課（以下「畜産振興課」という。）に協議するものとする。

イ 検査方法

ラテックス凝集反応法又は酵素免疫測定法（以下「スクリーニング法」

という。）により実施するものとする。

また、スクリーニング法により陽性となったときは、速やかに独立行政

法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究所（以下「動衛研」と

いう。）に中和試験の実施を依頼するとともに、その旨を畜産振興課に連

絡するものとする。

ウ 留意事項

（ア）と畜場における採材

と畜場で血液の採取を行う場合にあっては、あらかじめ出荷予定

豚の所有者の了解を得るとともに、当該と畜場を所管する保健所及

び食肉衛生検査所に採材の目的を説明し、モニタリング検査陽性時

の防疫措置について、必要な協力を求めるものとする。

（イ）検査の協力

農場の所在地を管轄する家保（以下ウ、エ及び４において「管轄

家保」という。）は、本病の防疫を円滑に推進するため必要がある

と認めるときは、管轄家保以外の家保、動衛研その他の検査機関又

は学術研究機関に対し、モニタリング検査の実施その他必要な協力

を求めることができる。

エ 検査結果の報告

管轄家保は、次に掲げる四半期ごとの期間におけるモニタリング検査実

施状況について、当該期間ごとに定める期日までに、別紙様式により畜産

振興課に報告するものとする。

（ア）当該年度の６月末日まで（４月から６月まで）の状況については、

当該年度の７月15日まで

（イ）当該年度の９月末日まで（７月から９月まで）の状況については、

当該年度の10月15日まで

（ウ）当該年度の12月末日まで（10月から12月まで）の状況については、

当該年度の１月15日まで

（エ）当該年度の３月末日まで（１月から３月まで）の状況については、

翌年度の４月15日まで

３ 出荷時の防疫措置



感染豚の移動による本病ウイルスの拡散を防止するため、豚の所有者その他豚

の移動に携わる者は、次に掲げる事項の遵守に努めるものとする。

（１）感染豚等の出荷制限

抗体陽性豚（感染豚及び中和試験で陰性が確認されたものを除く。）及び感

染豚を他の農場、と畜場、家畜市場又は家畜共進会に移動し、出荷し、上場し、

又は出品しないこと。

（２）と畜場出荷時の衛生対策

豚をと畜場に出荷するときは、と畜場を介した本病ウイルスの伝播を防ぐた

め、搬入時及び搬出時の車両並びに器具、器材等の消毒を徹底すること。

４ 導入時の防疫措置

豚の所有者は、本病の侵入を防止するため、豚及び精液の導入に当たり、次に

掲げる措置を講ずるものとする。

（１）導入豚に対する措置

ア 輸移入豚を導入しようとするときは、着地検査要領に基づき、あらかじ

め導入計画及び着地検査期間中における飼養計画を管轄家保に届け出て、

飼養衛生管理等について指導を受けるとともに、着地検査の確実な実施に

努めること。

イ 道外から豚を移入するときは、移入元の農場、施設等が国の要領で定め

る「清浄県」又「清浄段階（ステータスⅣ）」の地域内であることを確認

すること。

ウ 輸移入豚は、本病ワクチンが接種されておらず、かつ道外からの移入豚

にあっては、導入前30日以内に抗体検査を受け、陰性である旨の公的機関

又は管理獣医師による証明書が添付されていることを確認すること。

エ 導入豚について、原則として導入後３週間（輸入豚にあっては３か月）

の隔離観察を行うとともに、輸移入豚にあっては２の（２）のアの（イ）

で定めるところにより導入後概ね２週後に家保又は管理獣医師による抗体

検査を受け、陰性を確認すること。また、抗体検査を実施した管理獣医師

は、速やかにその結果を家保に報告すること。

オ 隔離観察期間中の導入豚に、次に掲げる豚（以下「異常豚」という。）

が発見されたときは、速やかに管轄家保に通報するとともに、病性鑑定を

受けること。

・ 神経症状を呈し、又は高い死亡率が認められた哺乳豚、死流産等の異

常産を呈した繁殖雌豚、呼吸器症状を呈した肥育豚等。

カ 隔離観察期間中の導入豚に、感染豚が確認されたときは、当該豚及びそ

の同居豚の速やかなとう汰に努めるとともに、家畜防疫員の指示に基づき、

本病のまん延防止に必要な措置を講ずること。



（２）道外導入精液に対する措置

ア 道外から精液を導入しようとするときは、あらかじめ導入計画について

管轄家保に連絡し、当該精液を注入した雌豚（以下「受精豚」という。）

の飼養衛生管理等について指導を受けること。

イ 道外から精液を導入するときは、当該精液の採取に供した種雄豚（以下

「供与豚」という。）が、国の要領で定める「清浄県」又は「清浄段階

（ステータスⅣ）」の地域内の農場で飼養され、かつこれまで陰性が確認

されている農場以外の繁殖雌豚と自然交配に供されたことがないことを確

認すること。

ウ 供与豚について、精液を採取する前30日以内に抗体検査を受け、陰性で

あることを記載した公的機関又は管理獣医師による書面があることを確認

すること。

ただし、前段の期間以前に抗体検査の結果が陰性であることが確認され

ており、その後、新たに豚の導入がないこと等疫学的に本病に感染してい

ないことが確実であると判断されるものにあっては、この限りでない。

エ 受精豚について､原則として、人工授精実施後３週間の隔離観察を行うこ

と。

オ 隔離観察期間中の受精豚に、異常豚が発見されたときは、速やかに管轄

家保に通報するとともに、病性鑑定を受けること。

カ 隔離観察期間中の受精豚に、感染豚が確認されたときは、当該豚及び当

該豚に注入した精液と同一のものによるその他の受精豚の速やかなとう汰

に努めるとともに、家畜防疫員の指示に基づき、本病のまん延防止に必要

な措置を講ずること。

５ 発生時の措置

道は、道内において本病が発生したときは、道協議会及び地区協議会等の構成

員、豚の所有者、獣医師その他の関係者と協力の上、国の要領で定めるところに

より、速やかにまん延防止のための措置を実施するものとする。この場合におい

て、畜産振興課長は、道内における本病のまん延を防止するため、特に必要があ

ると認めるときは、家保、豚の所有者その他の関係者が実施する措置に関し必要

な事項を定めることができる。

附則（平成20年９月１日畜産第1170号）

（施行月日）

この要領は、決定の日から施行する。



（別紙）

家畜保健衛生所名：

（１）管内市町村分

　①ワクチン接種豚の検査成績

抗体陽性率
（Ｂ／Ａ×100）

繁殖豚 [ ] [ ]
肥育豚 [ ] [ ]
小　計 [ ] [ ]

　②ワクチン未接種豚の検査成績

抗体陽性率
（Ｃ／Ｄ×100）

繁殖豚

肥育豚

小　計

　③陽性豚の出荷市町村名

　　・ワクチン接種豚（識別キット陽性のみ）

　　・ワクチン未接種豚

（２）管外市町村分

　①ワクチン接種豚の検査成績

抗体陽性率
（Ｅ／Ｆ×100）

繁殖豚 [ ] [ ]
肥育豚 [ ] [ ]
小　計 [ ] [ ]

　②ワクチン未接種豚の検査成績

抗体陽性率
（Ｇ／Ｈ×100）

繁殖豚

肥育豚

小　計

　③陽性豚の出荷市町村名

　　・ワクチン接種豚（識別キット陽性のみ）

　　・ワクチン未接種豚

オーエスキー病モニタリング検査実施状況報告書（　　年　　月〜　　月）

検査頭数 陽性頭数

［うち識別キット検査（Ａ）］ ［うち識別キット検査（Ｂ）］

１　と畜場検査

検査頭数 陽性頭数

（Ｃ） （Ｄ）

検査頭数 陽性頭数

［うち識別キット検査（Ｅ）］ ［うち識別キット検査（Ｆ）］

検査頭数 陽性頭数

（Ｇ） （Ｈ）



（１）ワクチン接種状況

市町村
（Ｉ） （Ｋ） （Ｍ） 戸
（Ｊ） （Ｌ） （Ｎ） 頭
注）管内飼養状況は検査開始月時点における最新のデータを用いる。

（２）ワクチン接種豚の検査成績

[ ] [ ]

[ ] [ ] （Ｓ）

繁殖豚 [ ] [ ]
肥育豚 [ ] [ ]
小　計 [ ] [ ] （Ｖ）

（３）ワクチン未接種豚の検査成績

（ａ）

繁殖豚
肥育豚
小　計 （ｄ）

（４）陽性豚摘発市町村名
　　①ワクチン接種豚（識別キット陽性のみ）

　　②ワクチン未接種豚

ワクチン接種 ワクチン未接種
市町村 市町村
戸 戸
頭 頭

検査市町村数 陽性市町村数 抗体陽性率
［うち識別キット検査（Ｏ）］ ［うち識別キット検査（Ｐ）］ （Ｐ／Ｏ×100）

抗体陽性率
［うち識別キット検査（Ｑ）］ ［うち識別キット検査（Ｒ）］ （Ｒ／Ｑ×100）

検査戸数 陽性戸数

検査戸数 陽性戸数 抗体陽性率
［うち識別キット検査（Ｔ）］ ［うち識別キット検査（Ｕ）］ （Ｕ／Ｔ×100）

検査市町村数 陽性市町村数 抗体陽性率
（Ｗ） （Ｘ） （Ｘ／Ｗ×100）

検査戸数 陽性戸数 抗体陽性率
（Ｙ） （Ｚ） （Ｚ／Ｙ×100）

検査頭数 陽性頭数 抗体陽性率
（ｂ） （ｃ） （ｃ／ｂ×100）

２　農場検査

管内飼養状況



３　検査成績まとめ
（１）検査成績より予想される野外ウイルスの浸潤率

（２）全体的考察

４　防疫対策の進捗状況

農家戸数ベース

飼養頭数ベース
Ｌ・Ｖ＋Ｎ・ｄ =

Ｋ・Ｓ＋Ｍ・ａ =
Ｉ

Ｊ



－道内家畜保健衛生所一覧－
石狩家畜保健衛生所 （011-851-4779）
渡島家畜保健衛生所 （0138-49-5444）
檜山家畜保健衛生所 （0139-52-0707）
後志家畜保健衛生所 （0136-22-2010）
空知家畜保健衛生所 （0126-22-4212）
上川家畜保健衛生所 （0166-57-2232）
留萌家畜保健衛生所 （01632-5-1226）

 
宗谷家畜保健衛生所 （01634-2-2106）
網走家畜保健衛生所 （0157-36-0725）
胆振家畜保健衛生所 （0143-85-3231）
日高家畜保健衛生所 （0146-42-1333）
十勝家畜保健衛生所 （0155-59-2021）
釧路家畜保健衛生所 （0154-57-8775）
根室家畜保健衛生所 （0153-75-2439）

北海道家畜畜産物衛生指導協会
北海道オーエスキー病侵入防止対策協議会（衛指協と同じ）

連絡先

札幌市西区二十四軒4条5丁目  北海道獣医師会館内
TEL　011-642-4990
FAX　011-642-3243




